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１Ｅ０７ 

社会的期待との邂逅に基づく研究開発戦略立案の検討： 

「都市から構築するわが国の新たなエネルギー需給構造」を例として 

 
○中村亮二、鈴木至、斎藤広明、シンジャワ、馬場寿夫、関根泰、笠木伸英、黒田昌裕、吉川弘之 

（（独）科学技術振興機構研究開発戦略センター） 

 

 
１．はじめに 

豊かな持続性社会の実現に科学技術研究が寄与

するためには、社会が何を求めているか（社会的

期待）あるいは社会的期待の充足のための課題（社

会的課題）を抽出し、これらを科学技術研究と有

機的に結びつける必要がある。この考え方を（独）

科学技術振興機構研究開発戦略センター（以下、

CRDS）では「邂逅」と呼び、これに基づく研究開

発戦略立案を具体化するため、透明性、客観性を

持った方法論の構築とその試行に取り組んできた。 

平成 24 年度は社会的課題の俯瞰的な把握と詳

細化、及びそれらの結果と科学技術研究との関連

付けを通じて戦略立案の検討対象候補（以下、「サ

ブセット案」）を設定するプロセスを考案、試行し、

結果的に 12件のサブセット案が設定された 1)2)3)。

平成 25 年度には前年度の結果のうち当面着手す

べきものとして選択した 3 件のサブセット案につ

いてそれぞれに分野横断的なチームを作り、詳細

な検討を行い、研究開発戦略としてとりまとめた。

その成果は「戦略プロポーザル 課題解決型研究

開発の提言（1）都市から構築するわが国の新たな

エネルギー需給構造」などとして公開している 4)。 

以上の経緯を踏まえ、本稿では「邂逅」に基づ

く研究開発戦略立案のプロセスに関し、平成 25

年度の取り組みについて具体事例を示しながらそ

の過程と結果、及び方法論としての効果と課題に

ついて報告する。 

 

２．サブセット案とその概要 

 当面着手すべきものとして平成 25 年度に詳細

検討したサブセット案は以下の 3 件である（カッ

コ内は略称）： 

 

 エネルギー利用と物質・人の移動の超高効率化

による高度都市機能の実現（高効率都市） 

 強靭で持続可能な社会インフラのデザインと構

築（社会インフラ） 

 国民の一生涯を通じた疾患リスクマネジメント

システムの構築（疾患リスク） 

 

 これら 3つのサブセット案のうち、本稿では「高

効率都市」を事例とする。 

「高効率都市」に関連する社会的課題は、平成

24 年度の検討プロセスの初期段階では、「資源・

環境上の制約が比較的大きい我が国においてエネ

ルギーの消費大幅削減と有効利用拡大をいかに進

めるか」であった。その後、同年度中の検討プロ

セスを経る中で、この課題認識は「我が国のエネ

ルギー最終消費の 52.4%（2011 年度）を占める家

庭、業務、運輸用の需要の高効率化のため、係る

エネルギー需要が集中する都市でのエネルギー利

用の高効率化（例：GDP あたりのエネルギー消費

量）が必要である」との点に焦点が絞られていっ

た。一方、サブセット案として内容が具体化され

る中、「都市」そのものを課題として捉えた議論も

徐々に強まった。具体的には、「都市が担う社会的

な機能（利便性、快適性、生産性など）の一層の

向上」と、「人口動態の変化に伴って将来の都市で

予想される社会的なコストへの対応」が必要との

課題が指摘された。そのためこれらの指摘を踏ま

え、「高効率都市」に関する社会的課題の基本認識

は、平成 24 年度の検討プロセスを終えた時点では、

「都市におけるエネルギー消費の大幅削減と有効

利用拡大を、都市の機能の向上と将来変化への対

応を考慮した上で進める必要がある」となった。 

社会的課題に対応する科学技術研究は、エネル

ギー・物質・人の流れの円滑化が高効率化に繋が

るとの観点から、結果的にその現状把握と改善方

策に寄与しうる次の 3 つの研究開発領域にまとめ

られた。すなわち（1）エネルギー・物質・人の流

れに関するリアルタイムモニタリングと得られる

情報の収集・蓄積・解析に関する要素・システム

技術、（2）エネルギー・物質・人の流れの超高効

率化（省エネルギー、エネルギー多段階利用・再

利用、ロス低減、貯蔵技術など）を実現する要素・

システム技術、（3）エネルギーの有効利用や省エ

ネルギーを実現する社会インフラに関する要素・

システム技術、である。なおこれらの科学技術研

表層語彙と標準語彙への集約数

両者は 年に 代となる同じ年代である。

語彙において、機能語彙を とし、さらに

機能語彙よりも詳しい状況や感情的情報などを

含む新語彙案を とした。表層語彙は

および に集約される。ただし、 １の

みで表された語彙数の少なさからもわかるよう

に、使用されている表層語彙の多くは、機能語彙

のみで表現することができない。ライフスタイル

を表すためには、機能語彙に加え、より詳しい状

況や認知や感情を表す新しい語彙案 に出

てくるような新標準語彙が必要となると考えら

れる。

今後は として作成した語彙案について、

ライフスタイルの行為分解木数をさらに増やし

検討を続け、多様な場面について網羅性を上げる

必要がある。語彙案数については初出のもののみ

をカウントし、前のライフスタイルに表れた新語

彙案は の新語彙案数としてはカウントし

ない。従って、今後、行為分解木数が増えるにつ

れ初出の新語彙案も減り、ライフスタイルを表す

新標準語彙は集約されていくと考えられる。

加えて、１ 苦労や苦しみといった「楽しくな

い」ネガティブな要素と心豊かさとの関連性、２

利便性とのオフセットや環境負荷と心豊かさの

関連性、これら関連性の量的表現方法も今後の課

題である。
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４．検討結果の概要 

 「高効率都市」に関する詳細検討の結果、図 1

に示す研究開発戦略をとりまとめた。 

 FACTS、TRENDS の検討では国内の人口 20 万人以

上の都市（111 都市）を対象として抽出し、都市

ごとのエネルギー最終消費量を推計した。また都

市でのエネルギー利用に影響を及ぼす人口動態、

エネルギー関連技術の進展や社会変化、そして都

市ごとのエネルギー消費の傾向に関する分析に基

づいて、都市を、三大都市圏のように今後も人々

を惹きつけると予想される「大規模都市圏」と、

人口の大幅な増加が今後見込めない「中規模都市」

に類型化し、各々に対して現在の動向から将来予

想される課題を整理した。 

 VISION として目指すべき姿は、当初より「エネ

ルギー消費の大幅削減と有効利用拡大を、都市の

機能の向上と将来変化への対応を考慮した上で進

める」ことである。そしてそのための基本的な方

針は「高効率化」、「低炭素化」、「平準化」である。

このとき「高効率化」にはエネルギー利用の高効

率化に加え、都市が持つ多面的な機能の向上や都

市利用者の便益向上と繋げた総合的な高効率化が

含まれる。これらの下、都市規模でエネルギーマ

ネジメントを捉え、高効率なエネルギー利用都市

の実現を目指した設計に取り組む必要がある。ま

た都市類型ごとでは大規模都市圏ではエネルギー

需要の時間的、空間的な過度な集中を平準化させ

て安定かつ信頼性の高い需給構造にすること、中

規模都市では分散するエネルギー需要を集約化

（コンパクト化）させ効率化させることを目指す

必要がある。 

 以上の分析的検討を踏まえた DESIGN の検討で

は、「将来像の実現に向けた方策の組み合わせは理

想的には都市ごとに異なるが、科学技術による顕

著な貢献が期待できるものには共通する方策群が

ありうる」ことを基本的な考え方とした。これに

基づいて、都市内のエネルギーフローを描き出し、

その中からエネルギーの消費の大幅削減や有効利

用に一定の量的規模をもって機能しうる箇所を探

索した。結果、以下の 9方策をとりまとめた。 

 

① エネルギーネットワーク上での需給調整 

② 住宅での省エネルギー促進と再生可能エネル

ギー利用 
③ 建築物での省エネルギー促進と再生可能エネ

ルギー利用 
④ 未利用エネルギーの地域利用促進 
⑤ 土地利用や空間配置の見直し 
⑥ 内燃機関の燃費向上と次世代自動車の普及促

進 
⑦ 都市内の交通流の改善 
⑧ 多様な交通手段の使い分け 
⑨ 配変電ロスの低減 
 

 

 

⼤規模都市圏（あるべき姿）
需要集中の平準化、
⾼効率利⽤・有効利⽤

中規模都市（あるべき姿）
需要の集約化・コンパクト化

⼤規模都市圏（現状・トレンド）
⼈⼝集中・⾼密度・エネルギー需要集中

中規模都市（現状・トレンド）
⼈⼝流出・低密度・エネルギー需要分散

現在から10年後までに起こる社会変化の⽅向

課題：都市における
エネルギー利⽤・消費の⾼効率化

⼈⼝集中が進むと
予想される国内の
⼤規模な都市圏

⼈⼝の流出や分散が
予想される中程度の
⼈⼝規模の地⽅都市

「⾼効率化」 「低炭素化」 「平準化」

⾼効率なエネルギー利⽤都市

エネルギー資源制約都市化 地球温暖化

あるべき社会の姿（将来ビジョン） 3E+Sの同時実現 持続可能なエネルギー需給構造の構築

統合的な推進⽅策

 
図 1 都市におけるエネルギー利用の高効率化に向けた課題解決型研究開発戦略の概観 4) 

究をとりまとめる過程では、CRDS 内の技術専門ユ

ニット（情報科学、ナノテクノロジー・材料、ラ

イフサイエンス・臨床医学、システム科学、環境・

エネルギー）が定常的に行っている各分野の研究

開発動向に関する俯瞰的調査の結果を参照してい

る。しかしこの時点でのとりまとめは CRDS 内部で

の検討に基づくあくまで仮説的な位置づけのもの

であり、その妥当性や詳細な中身についてはこの

時点では専門的な観点からの検証は十分ではない。

そのため平成 25 年度に行う詳細検討においてこ

の仮説を社会的課題との関連付けという観点から

改めて精査する必要があった。 

 

３．「高効率都市」の詳細検討プロセス 

サブセット案を基にして研究開発戦略をとりま

とめるにあたり、最初に検討すべき事項は社会的

課題に関する基本的認識の詳細化、具体化である。

またそのためには対象とする都市を明らかにし、

都市の現状を把握し、さらに将来予想される課題

を整理する必要がある。これらを踏まえた上で、

最終的にあるいは並行して、科学技術研究との関

連付け（邂逅）を社会的課題の解決という観点か

ら一定の合理性をもって行う必要がある。科学技

術研究自体も、社会的課題との関連付けを行うに

あたっては当該分野の広がりや動向を予め俯瞰的

に把握しておく必要がある。 

以上を実践するため、ここでは FACTS、TRENDS、

DESIGN、VISION からなる検討枠組みを適用した。

この検討枠組みはサブセット案を設定した平成

24 年度のプロセスに対して適用したものであり、

「現状のままでは 10 年後までに社会に深刻な事

態をもたらす可能性が高い諸課題を FACTS、

TRENDS として捉えた上で、これらが解決された社

会の姿を VISION として描き、その実現に向けた対

処法を設計、すなわち DESIGN する」との考えに依

っている 1)2)。これを今回再び適用することでサブ

セット案の詳細化ならびに「邂逅」を試みた。実

際の実施事項を検討枠組みに当てはめてまとめる

と表 1のようになる。 

表 1 に示した各々の検討は段階的に行ったが、

部分的には相互作用を期待して検討を並行させた

箇所もある。例えば a4 の検討では昨今のスマート

シティ関連の動向は「政策」ないし「社会」的動

向であると同時に「技術」的動向でもあり、b1・

b2 の検討とも強く関連する。そのため両者の検討

はある程度並行して進め、客観的に見て一方の検

討から得られた視点や具体的知見が他方に対して

有益であると判断される場合は積極的にその検討

に盛り込むようにした。 

c1 でも社会的課題と科学技術研究の双方を見

ながら検討を進めた。ここでは a1～a6 と b1・b2

の分析的検討の結果を俯瞰しつつ、社会的課題の

解決に向けた方策を構成、設計するための検討を

CRDS において行った。具体的には、ここでとりま

とめようとする方策群が、「高効率都市」の実現と

いう社会的課題の解決に向けてどのように機能す

るものとして捉えるかを検討した。 

なお、ここで FACTS、TRENDS を検討するにあた

っては、将来時点を「2030 年頃」と設定した。ま

た一連の詳細検討プロセスには一貫して著者らを

始めとする CRDS のメンバーが関わったが、有識者

へのインタビューや 2 度開催したワークショップ

への有識者招聘等を通じて、民産学官各々の立場

からの「都市」や「エネルギー」に関する情報や

ご意見も収集し、検討へ反映した。 

 

 

表 1 「高効率都市」の詳細検討における実施事項 

検討枠組み a. 社会的課題 b. 科学技術研究 

FACTS 1. 対象都市の抽出 

2. 都市の類型化 

3. エネルギー消費量の都市別推計・分析（産業・民生・運輸）

1. 関連研究開発動向の俯瞰 

2. 都市内のエネルギーフローの描き出し 

TRENDS 4. マクロトレンド把握（政策、社会、技術） 

5. 予想される課題の抽出 

VISION 6. あるべき姿の整理 － 

DESIGN c. 社会的課題と科学技術研究の関連付け（邂逅） 

1. あるべき姿への到達方策の検討 

2. 方策実施に伴うエネルギー消費量の削減ポテンシャルの推定 

3. 中長期的観点から重要な研究開発領域の特定 

4. 研究開発の推進方策の検討 
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４．検討結果の概要 

 「高効率都市」に関する詳細検討の結果、図 1

に示す研究開発戦略をとりまとめた。 

 FACTS、TRENDS の検討では国内の人口 20 万人以

上の都市（111 都市）を対象として抽出し、都市

ごとのエネルギー最終消費量を推計した。また都

市でのエネルギー利用に影響を及ぼす人口動態、

エネルギー関連技術の進展や社会変化、そして都

市ごとのエネルギー消費の傾向に関する分析に基

づいて、都市を、三大都市圏のように今後も人々

を惹きつけると予想される「大規模都市圏」と、

人口の大幅な増加が今後見込めない「中規模都市」

に類型化し、各々に対して現在の動向から将来予

想される課題を整理した。 

 VISION として目指すべき姿は、当初より「エネ

ルギー消費の大幅削減と有効利用拡大を、都市の

機能の向上と将来変化への対応を考慮した上で進

める」ことである。そしてそのための基本的な方

針は「高効率化」、「低炭素化」、「平準化」である。

このとき「高効率化」にはエネルギー利用の高効

率化に加え、都市が持つ多面的な機能の向上や都

市利用者の便益向上と繋げた総合的な高効率化が

含まれる。これらの下、都市規模でエネルギーマ

ネジメントを捉え、高効率なエネルギー利用都市

の実現を目指した設計に取り組む必要がある。ま

た都市類型ごとでは大規模都市圏ではエネルギー

需要の時間的、空間的な過度な集中を平準化させ

て安定かつ信頼性の高い需給構造にすること、中

規模都市では分散するエネルギー需要を集約化

（コンパクト化）させ効率化させることを目指す

必要がある。 

 以上の分析的検討を踏まえた DESIGN の検討で

は、「将来像の実現に向けた方策の組み合わせは理

想的には都市ごとに異なるが、科学技術による顕

著な貢献が期待できるものには共通する方策群が

ありうる」ことを基本的な考え方とした。これに

基づいて、都市内のエネルギーフローを描き出し、

その中からエネルギーの消費の大幅削減や有効利

用に一定の量的規模をもって機能しうる箇所を探

索した。結果、以下の 9方策をとりまとめた。 

 

① エネルギーネットワーク上での需給調整 

② 住宅での省エネルギー促進と再生可能エネル

ギー利用 
③ 建築物での省エネルギー促進と再生可能エネ

ルギー利用 
④ 未利用エネルギーの地域利用促進 
⑤ 土地利用や空間配置の見直し 
⑥ 内燃機関の燃費向上と次世代自動車の普及促

進 
⑦ 都市内の交通流の改善 
⑧ 多様な交通手段の使い分け 
⑨ 配変電ロスの低減 
 

 

 

⼤規模都市圏（あるべき姿）
需要集中の平準化、
⾼効率利⽤・有効利⽤

中規模都市（あるべき姿）
需要の集約化・コンパクト化

⼤規模都市圏（現状・トレンド）
⼈⼝集中・⾼密度・エネルギー需要集中

中規模都市（現状・トレンド）
⼈⼝流出・低密度・エネルギー需要分散

現在から10年後までに起こる社会変化の⽅向

課題：都市における
エネルギー利⽤・消費の⾼効率化

⼈⼝集中が進むと
予想される国内の
⼤規模な都市圏

⼈⼝の流出や分散が
予想される中程度の
⼈⼝規模の地⽅都市

「⾼効率化」 「低炭素化」 「平準化」

⾼効率なエネルギー利⽤都市

エネルギー資源制約都市化 地球温暖化

あるべき社会の姿（将来ビジョン） 3E+Sの同時実現 持続可能なエネルギー需給構造の構築

統合的な推進⽅策

 
図 1 都市におけるエネルギー利用の高効率化に向けた課題解決型研究開発戦略の概観 4) 

究をとりまとめる過程では、CRDS 内の技術専門ユ

ニット（情報科学、ナノテクノロジー・材料、ラ

イフサイエンス・臨床医学、システム科学、環境・

エネルギー）が定常的に行っている各分野の研究

開発動向に関する俯瞰的調査の結果を参照してい

る。しかしこの時点でのとりまとめは CRDS 内部で

の検討に基づくあくまで仮説的な位置づけのもの

であり、その妥当性や詳細な中身についてはこの

時点では専門的な観点からの検証は十分ではない。

そのため平成 25 年度に行う詳細検討においてこ

の仮説を社会的課題との関連付けという観点から

改めて精査する必要があった。 

 

３．「高効率都市」の詳細検討プロセス 

サブセット案を基にして研究開発戦略をとりま

とめるにあたり、最初に検討すべき事項は社会的

課題に関する基本的認識の詳細化、具体化である。

またそのためには対象とする都市を明らかにし、

都市の現状を把握し、さらに将来予想される課題

を整理する必要がある。これらを踏まえた上で、

最終的にあるいは並行して、科学技術研究との関

連付け（邂逅）を社会的課題の解決という観点か

ら一定の合理性をもって行う必要がある。科学技

術研究自体も、社会的課題との関連付けを行うに

あたっては当該分野の広がりや動向を予め俯瞰的

に把握しておく必要がある。 

以上を実践するため、ここでは FACTS、TRENDS、

DESIGN、VISION からなる検討枠組みを適用した。

この検討枠組みはサブセット案を設定した平成

24 年度のプロセスに対して適用したものであり、

「現状のままでは 10 年後までに社会に深刻な事

態をもたらす可能性が高い諸課題を FACTS、

TRENDS として捉えた上で、これらが解決された社

会の姿を VISION として描き、その実現に向けた対

処法を設計、すなわち DESIGN する」との考えに依

っている 1)2)。これを今回再び適用することでサブ

セット案の詳細化ならびに「邂逅」を試みた。実

際の実施事項を検討枠組みに当てはめてまとめる

と表 1のようになる。 

表 1 に示した各々の検討は段階的に行ったが、

部分的には相互作用を期待して検討を並行させた

箇所もある。例えば a4 の検討では昨今のスマート

シティ関連の動向は「政策」ないし「社会」的動

向であると同時に「技術」的動向でもあり、b1・

b2 の検討とも強く関連する。そのため両者の検討

はある程度並行して進め、客観的に見て一方の検

討から得られた視点や具体的知見が他方に対して

有益であると判断される場合は積極的にその検討

に盛り込むようにした。 

c1 でも社会的課題と科学技術研究の双方を見

ながら検討を進めた。ここでは a1～a6 と b1・b2

の分析的検討の結果を俯瞰しつつ、社会的課題の

解決に向けた方策を構成、設計するための検討を

CRDS において行った。具体的には、ここでとりま

とめようとする方策群が、「高効率都市」の実現と

いう社会的課題の解決に向けてどのように機能す

るものとして捉えるかを検討した。 

なお、ここで FACTS、TRENDS を検討するにあた

っては、将来時点を「2030 年頃」と設定した。ま

た一連の詳細検討プロセスには一貫して著者らを

始めとする CRDS のメンバーが関わったが、有識者

へのインタビューや 2 度開催したワークショップ

への有識者招聘等を通じて、民産学官各々の立場

からの「都市」や「エネルギー」に関する情報や

ご意見も収集し、検討へ反映した。 

 

 

表 1 「高効率都市」の詳細検討における実施事項 

検討枠組み a. 社会的課題 b. 科学技術研究 

FACTS 1. 対象都市の抽出 

2. 都市の類型化 

3. エネルギー消費量の都市別推計・分析（産業・民生・運輸）

1. 関連研究開発動向の俯瞰 

2. 都市内のエネルギーフローの描き出し 

TRENDS 4. マクロトレンド把握（政策、社会、技術） 

5. 予想される課題の抽出 

VISION 6. あるべき姿の整理 － 

DESIGN c. 社会的課題と科学技術研究の関連付け（邂逅） 

1. あるべき姿への到達方策の検討 

2. 方策実施に伴うエネルギー消費量の削減ポテンシャルの推定 

3. 中長期的観点から重要な研究開発領域の特定 

4. 研究開発の推進方策の検討 
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型の戦略立案の検討からは生じにくい結果であっ

たと思われる。 

最後に社会的課題と科学技術研究の関連付けに

関しては、本検討では VISION の実現及び社会的課

題の解決のための方策を、「目指すべき将来像の実

現に向けて各都市が採りうる方策」として位置づ

け、これに基づき整理した。こうした方策検討は

当初のサブセット案にはなかった要素であるが、

結果的に研究開発領域を整理する際に 1 つの判断

基準として機能したと思われる。従来、社会的課

題と科学技術研究の関連付けは互いの関連性が曖

昧で論理性を欠くことが多かった。今回のように

実現方策を介して両者を関連付ける取組は、この

問題に対して一定の論理的な要素を追加すること

に寄与したと考えられる。 

一般的に、社会的課題の解決に向けた道筋は多

様にあると考えられる。どのような文脈の中に課

題解決のための方策を位置づけるかはその検討に

関わる主体の社会的な立場や考え方、あるいは検

討そのものの進め方に大きく影響を受ける。今回

は本検討を CRDS メンバー間での議論に基づき行

ったが、方法論の観点からは、これを効果的に実

践することを目的としたワークショップの設計・

実施や、多様なデータを処理・提示して参加者間

の議論を促す支援ツールの活用等により改善する

余地があると思われる。 

なお今回とりまとめた 9 つの方策の意義として

は、複数の方策が仮説的に提示されることで全体

の中での個々の方策の役割が明示された点がある。

これにより、従来のように特定の方策や研究開発

領域が「どれほど重要か」ばかりが強調されるよ

うな研究開発戦略の提案とは異なり、社会的課題

の解決に向けてどのような方策や研究開発領域が

ありうるか、またそれらが「互いにどのような位

置づけにあるか」がより明確に示されることとな

った。 

もう 1 つの意義は、都市という枠組みから考え

ることによって、国全体のマクロなエネルギー計

画を別の観点から、詳細かつ大胆に見直すことが

可能であることを示した点である。都市別のエネ

ルギー消費量の推計やエネルギー消費量の削減ポ

テンシャルの推定など定量的根拠とともに方策群

を示すことで、社会的課題と関連づけられた諸技

術の寄与や社会実装の必要性をより具体的に示す

ことができた。ただし今回の検討では研究開発領

域の整理までは到達したが、より具体的な研究開

発課題の特定や優先順位づけには至らず、また研

究開発推進方策の具体化も必ずしも十分にはでき

なかった点は今後の課題である。これらは研究開

発戦略立案に続く施策化やプロジェクト化の段階

でも改めて検討されるものではあるが、戦略立案

の時点でももう少し具体化できるとより具体的な

研究開発戦略として提案できたと思われる。 

 

６．まとめ 

 本稿では、CRDS において平成 24 年度の検討を

経て設定されたサブセット案「高効率都市」を事

例に、平成 25年度に実施したサブセット案の詳細

検討プロセスについて報告した。FACTS、TRENDS、

DESIGN、VISION からなる社会的課題に関する検討

枠組みは、サブセット案から研究開発戦略をとり

まとめる段階でも有用であり、それに基づき社会

的課題と科学技術研究のそれぞれをより詳細化す

ることができた。また社会的課題と科学技術研究

の関連付けにおいては、課題解決に向けた一定の

機能を持った方策群をそれまでの分析的検討の結

果に基づき仮説的に設定することにより、両者の

間にあるギャップをある程度狭めることが可能で

ある。しかしながら、方策群を整理する作業を完

全に客観的・機械的なプロセスにすることは困難

であり、創造的な議論や検討を組み込むような構

成的・設計的なプロセスが少なくとも一部には必

要である。社会的課題を詳細化させて科学技術研

究と関連付ける「邂逅」プロセスは、課題解決型

の研究開発戦略立案の方法論として、国全体に係

るマクロな社会的課題を、従来とは異なる観点か

ら詳細かつ大胆に見直しするものとして有用であ

る。CRDS では本方法論の改善を始めとして、研究

開発戦略立案の方法論の検討に関して引き続き具

体的な試行を重ねていく予定である 5)。 
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 さらに中長期的観点から、各方策の実施に向け

て国が主体的に取り組む必要があると考えられる

研究開発領域を 9方策並びに b1・b2 の結果を勘案

しつつ検討し、次に示す 5 つの領域としてとりま

とめた。なお表 2 に示すように 1 つの研究開発領

域は複数の方策と対応関係を持つ。 

 

A. 高次・多層的なエネルギーマネジメントシステ

ムの構築 

B. 都市部街路における自動車交通の効率化 

C. 都市内での創エネルギー・省エネルギー促進 

D. エネルギーとそのコベネフィットの観点を加

えた都市設計 

E. エネルギー利用ビッグデータの活用 

 

DESIGN の検討では、以上の他にも 9方策の実施

によるエネルギー消費量の削減ポテンシャルの推

定（c3）と、研究開発の推進方策の検討（c4）も

行った。まず c3 では 9つの方策を 111 都市におい

て実施した場合の削減ポテンシャルを入手可能な

文献や公開情報に基づいて求めた。結果、2030 年

時点の都市における 2010 年度比のエネルギー消

費量削減ポテンシャルは、111 都市の民生・運輸

部門のエネルギー消費の 36%、総消費量の 21%に相

当し、全国の最終エネルギー消費量の 10%程度に

相当すると推定された。ただし本推定は限られた

データに基づき大胆な仮定や単純化によって求め

た値であり、より詳細な検討が今後必要である。

また c4 では、研究開発の推進にあたって参加主体

が互いにビジョンを共有し、各々が積極的な参加

動機を得ることができ、さらに異なる研究分野や

研究開発段階間での連携を円滑に行うことができ

るようにするための共通基盤の整備の必要性など

について指摘した。 

 

５．詳細検討プロセスの効果と今後の課題 

「高効率都市」に関する詳細検討プロセスの効

果を検証するため、当初のサブセット案と最終的

にとりまとめた研究開発戦略を、社会的課題の詳

細化、科学技術研究の具体化、社会的課題と科学

技術研究の関連付け、の 3つの観点から比較する。 

まず社会的課題の詳細化に関しては、都市単位

のエネルギー消費量を分析するなど客観的なデー

タに基づき課題の分析を行う一方で、政策・社会・

技術の観点からマクロなトレンドを定性的にも分

析した。さらにそうした現状把握やトレンド分析

に基づいて、将来予想される課題を抽出し、ある

べき姿の整理へと繋げた。個々の結果は厳密な関

連性を示しているわけでは必ずしもないが、サブ

セット案と比べると技術的観点に限らない複数の

観点から社会的課題を詳細化できた。またこうし

た検討は、科学技術研究の具体化において「都市

設計」のように当初は重点が置かれていなかった

研究開発領域の重視にも繋がったと思われる。 

なお社会的課題の詳細化を客観的なデータに基

づき行おうとする際には統計の不在が深刻な障害

となることがある。本検討では都市別のエネルギ

ー消費量に関する全国規模の統計が不在であった

ことから独自に推計を行うこととしたが、わが国

のエネルギーの消費の大幅削減や有効利用を図る

上では、その余地を探索するための基礎データの

整備が重要であり今後検討すべき課題である。 

科学技術研究の具体化においては、「効率化」と

いう観点から分析的に整理されたサブセット案の

中の 3 つの研究開発領域は結果的に再構成された。

これには社会的課題の詳細化による影響が大きい

と考えられる。すなわち社会的課題が当初よりも

詳細化されたことで、課題解決に向けた視点がよ

り体系的かつ具体的になり、結果としてエネルギ

ーマネジメントや都市設計のような上位概念に関

わる領域から、都市内での省エネルギー・創エネ

ルギーのような、都市における様々な場面が具体

的に想定される領域まで、科学技術分野や社会的

な階層を超えた、より横断的な研究開発領域群が

整理された。こうした研究開発領域の広がりや組

合せは、特定の研究開発動向を軸に展開する従来 

 

 

表 2 エネルギー消費の大幅削減に向けた方策（①～⑨）と中長期的観点から重要と考えられる研究開発領

域（A～E）の対応関係（ㇾ：強い相互関連が予想される組み合わせ）4) 

 

 

 

 

 

 

 

 エネルギー消費の大幅削減に向けた方策 

研究開発領域 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

A 高度・複層的なエネルギーマネジメントシステム（EMS）の構築 ㇾ ㇾ ㇾ       
B 都市部街路における自動車交通の効率化      ㇾ ㇾ ㇾ  
C 都市内での創エネルギー・省エネルギー促進  ㇾ ㇾ ㇾ     ㇾ 
D エネルギーとそのコベネフィットの観点を加えた都市設計     ㇾ   ㇾ  
E エネルギー利用ビッグデータの活用 ㇾ ㇾ ㇾ    ㇾ   
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型の戦略立案の検討からは生じにくい結果であっ

たと思われる。 

最後に社会的課題と科学技術研究の関連付けに

関しては、本検討では VISION の実現及び社会的課

題の解決のための方策を、「目指すべき将来像の実

現に向けて各都市が採りうる方策」として位置づ

け、これに基づき整理した。こうした方策検討は

当初のサブセット案にはなかった要素であるが、

結果的に研究開発領域を整理する際に 1 つの判断

基準として機能したと思われる。従来、社会的課

題と科学技術研究の関連付けは互いの関連性が曖

昧で論理性を欠くことが多かった。今回のように

実現方策を介して両者を関連付ける取組は、この

問題に対して一定の論理的な要素を追加すること

に寄与したと考えられる。 

一般的に、社会的課題の解決に向けた道筋は多

様にあると考えられる。どのような文脈の中に課

題解決のための方策を位置づけるかはその検討に

関わる主体の社会的な立場や考え方、あるいは検

討そのものの進め方に大きく影響を受ける。今回

は本検討を CRDS メンバー間での議論に基づき行

ったが、方法論の観点からは、これを効果的に実

践することを目的としたワークショップの設計・

実施や、多様なデータを処理・提示して参加者間

の議論を促す支援ツールの活用等により改善する

余地があると思われる。 

なお今回とりまとめた 9 つの方策の意義として

は、複数の方策が仮説的に提示されることで全体

の中での個々の方策の役割が明示された点がある。

これにより、従来のように特定の方策や研究開発

領域が「どれほど重要か」ばかりが強調されるよ

うな研究開発戦略の提案とは異なり、社会的課題

の解決に向けてどのような方策や研究開発領域が

ありうるか、またそれらが「互いにどのような位

置づけにあるか」がより明確に示されることとな

った。 

もう 1 つの意義は、都市という枠組みから考え

ることによって、国全体のマクロなエネルギー計

画を別の観点から、詳細かつ大胆に見直すことが

可能であることを示した点である。都市別のエネ

ルギー消費量の推計やエネルギー消費量の削減ポ

テンシャルの推定など定量的根拠とともに方策群

を示すことで、社会的課題と関連づけられた諸技

術の寄与や社会実装の必要性をより具体的に示す

ことができた。ただし今回の検討では研究開発領

域の整理までは到達したが、より具体的な研究開

発課題の特定や優先順位づけには至らず、また研

究開発推進方策の具体化も必ずしも十分にはでき

なかった点は今後の課題である。これらは研究開

発戦略立案に続く施策化やプロジェクト化の段階

でも改めて検討されるものではあるが、戦略立案

の時点でももう少し具体化できるとより具体的な

研究開発戦略として提案できたと思われる。 

 

６．まとめ 

 本稿では、CRDS において平成 24 年度の検討を

経て設定されたサブセット案「高効率都市」を事

例に、平成 25年度に実施したサブセット案の詳細

検討プロセスについて報告した。FACTS、TRENDS、

DESIGN、VISION からなる社会的課題に関する検討

枠組みは、サブセット案から研究開発戦略をとり

まとめる段階でも有用であり、それに基づき社会

的課題と科学技術研究のそれぞれをより詳細化す

ることができた。また社会的課題と科学技術研究

の関連付けにおいては、課題解決に向けた一定の

機能を持った方策群をそれまでの分析的検討の結

果に基づき仮説的に設定することにより、両者の

間にあるギャップをある程度狭めることが可能で

ある。しかしながら、方策群を整理する作業を完

全に客観的・機械的なプロセスにすることは困難

であり、創造的な議論や検討を組み込むような構

成的・設計的なプロセスが少なくとも一部には必

要である。社会的課題を詳細化させて科学技術研

究と関連付ける「邂逅」プロセスは、課題解決型

の研究開発戦略立案の方法論として、国全体に係

るマクロな社会的課題を、従来とは異なる観点か

ら詳細かつ大胆に見直しするものとして有用であ

る。CRDS では本方法論の改善を始めとして、研究

開発戦略立案の方法論の検討に関して引き続き具

体的な試行を重ねていく予定である 5)。 
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研究開発領域を 9方策並びに b1・b2 の結果を勘案

しつつ検討し、次に示す 5 つの領域としてとりま

とめた。なお表 2 に示すように 1 つの研究開発領
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A. 高次・多層的なエネルギーマネジメントシステ
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DESIGN の検討では、以上の他にも 9方策の実施

によるエネルギー消費量の削減ポテンシャルの推

定（c3）と、研究開発の推進方策の検討（c4）も

行った。まず c3 では 9つの方策を 111 都市におい

て実施した場合の削減ポテンシャルを入手可能な

文献や公開情報に基づいて求めた。結果、2030 年

時点の都市における 2010 年度比のエネルギー消

費量削減ポテンシャルは、111 都市の民生・運輸

部門のエネルギー消費の 36%、総消費量の 21%に相

当し、全国の最終エネルギー消費量の 10%程度に

相当すると推定された。ただし本推定は限られた

データに基づき大胆な仮定や単純化によって求め

た値であり、より詳細な検討が今後必要である。

また c4 では、研究開発の推進にあたって参加主体

が互いにビジョンを共有し、各々が積極的な参加

動機を得ることができ、さらに異なる研究分野や

研究開発段階間での連携を円滑に行うことができ

るようにするための共通基盤の整備の必要性など

について指摘した。 

 

５．詳細検討プロセスの効果と今後の課題 

「高効率都市」に関する詳細検討プロセスの効

果を検証するため、当初のサブセット案と最終的

にとりまとめた研究開発戦略を、社会的課題の詳

細化、科学技術研究の具体化、社会的課題と科学

技術研究の関連付け、の 3つの観点から比較する。 

まず社会的課題の詳細化に関しては、都市単位

のエネルギー消費量を分析するなど客観的なデー

タに基づき課題の分析を行う一方で、政策・社会・

技術の観点からマクロなトレンドを定性的にも分

析した。さらにそうした現状把握やトレンド分析

に基づいて、将来予想される課題を抽出し、ある

べき姿の整理へと繋げた。個々の結果は厳密な関

連性を示しているわけでは必ずしもないが、サブ

セット案と比べると技術的観点に限らない複数の

観点から社会的課題を詳細化できた。またこうし

た検討は、科学技術研究の具体化において「都市

設計」のように当初は重点が置かれていなかった

研究開発領域の重視にも繋がったと思われる。 

なお社会的課題の詳細化を客観的なデータに基

づき行おうとする際には統計の不在が深刻な障害

となることがある。本検討では都市別のエネルギ

ー消費量に関する全国規模の統計が不在であった

ことから独自に推計を行うこととしたが、わが国

のエネルギーの消費の大幅削減や有効利用を図る

上では、その余地を探索するための基礎データの

整備が重要であり今後検討すべき課題である。 

科学技術研究の具体化においては、「効率化」と

いう観点から分析的に整理されたサブセット案の

中の 3 つの研究開発領域は結果的に再構成された。

これには社会的課題の詳細化による影響が大きい

と考えられる。すなわち社会的課題が当初よりも

詳細化されたことで、課題解決に向けた視点がよ

り体系的かつ具体的になり、結果としてエネルギ

ーマネジメントや都市設計のような上位概念に関

わる領域から、都市内での省エネルギー・創エネ

ルギーのような、都市における様々な場面が具体

的に想定される領域まで、科学技術分野や社会的

な階層を超えた、より横断的な研究開発領域群が

整理された。こうした研究開発領域の広がりや組

合せは、特定の研究開発動向を軸に展開する従来 

 

 

表 2 エネルギー消費の大幅削減に向けた方策（①～⑨）と中長期的観点から重要と考えられる研究開発領

域（A～E）の対応関係（ㇾ：強い相互関連が予想される組み合わせ）4) 

 

 

 

 

 

 

 

 エネルギー消費の大幅削減に向けた方策 

研究開発領域 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

A 高度・複層的なエネルギーマネジメントシステム（EMS）の構築 ㇾ ㇾ ㇾ       
B 都市部街路における自動車交通の効率化      ㇾ ㇾ ㇾ  
C 都市内での創エネルギー・省エネルギー促進  ㇾ ㇾ ㇾ     ㇾ 
D エネルギーとそのコベネフィットの観点を加えた都市設計     ㇾ   ㇾ  
E エネルギー利用ビッグデータの活用 ㇾ ㇾ ㇾ    ㇾ   
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１Ｆ０１ 

科学技術政策に医療制度はどう影響しうるのか？；現状と課題 

 

 
○齋藤裕美（千葉大学） 

 

 

１．はじめに 
科学技術基本法が施行されてから（平成 7 年 11 月 15 日）、約 20 年近くが経過した。その間、5 年ごと

に策定される科学技術基本計画のもと、科学技術振興が強力に進められてきた。第 1期科学技術基本計

画では、一般的な研究開発環境の整備が中心であったが、第 2期科学技術基本計画以降は国家的・社会

的課題に即して、重点分野が定められてきた。その筆頭に挙げられてきたのが生命科学分野である。生

命科学（ライフサイエンス）とは、辞書に従えば、生物体と生命現象を取り扱い、生物学・生化学・医

学・心理学・生態学のほか社会科学なども含めて総合的に研究する学問とされている（大辞泉調べ）。

生命現象のメカニズムを解明することで、医学の進歩はもちろん、健康増進、さらには食料・環境問題

の解決も期待される。すなわち、生命科学研究の進展は、広く国民生活の改善につながるものと考えら

れる。 

こうした背景には、我が国が直面する少子高齢化およびそれに伴う諸問題がある。2013 年 10 月 1 日

現在、65 歳以上の高齢者人口は過去最高の 3190 万人となり、総人口に占める割合は 25.1%となった（内

閣府, 2014）。それに対して年少人口（0～14 歳）は 1639 万人で総人口に占める割合は 12.9％、生産年

齢人口（15～64 歳）は 7901 万人で 62.1％である。高齢になれば医療ニーズはおのずから増える。疾病

構造の変化やライフスタイルの変化も多様な医療ニーズをうんできた。しかしながら、これらは医療費

の増加も意味する。足下の国民医療費は年々増加傾向を示しており、平成 23 年度で 38 兆円に達してい

る。それを支える若い世代はこの高齢化をしのぐだけのスピードで増えることはない。 

それだけではない。医療費増加の主たる要因といわれるのが、医療技術の進歩である。医療費の決定

要因を分析することは非常に難しいが、消去法的に考えると、医療費の要因と思われるものを取り除い

ていったその大半は測定不可能な「その他の要因」に行き着くという。Newhouse（1992）はこれを医療

技術の進歩によるもの、と指摘している。日本でも厚生労働省が医療費の伸び率の要因分析を行ってい

るが、大きな影響を与えるものとして高齢化の影響に加えて、医療技術の高度化による影響も示唆して

いる（厚生労働省, 2012）。 

 

図表 1 1 ヶ月あたり 1000 万円以上の高額レセプト件数の年次推移 

 
出所：健康保険組合連合会「平成 24 年度高額レセプト上位の概要」より作成 

注意：これは健保組合に加入している被保険者のみについてのデータである点に注意されたい。 
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